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２ 法人運営カレンダー

〇一般・公益社団法人の年間スケジュール例

日付例 運営の手続 備 考 項目

４月26日
計算書類等の作成
一社 公社

〔13〕

４月26日
公益目的支出計画実施報告書
の作成
一社(移行)

公益目的支出計画実施
報告書は監事監査対象

〔23〕

４月26日
監事（会計監査人）へ監査依
頼
一社 公社

〔19〕

５月23日
会計監査人の監査報告
一社 公社

〔19〕

５月27日
監事の監査報告
一社 公社

〔19〕

５月27日
決算承認理事会の招集
一社 公社

理事会の日の１週間前
（定款でこれを下回る
期間を定めたときはそ
の期間の前）まで

〔13〕

５月31日
確定申告
一社 公社

申告期限の延長申請を
行っていない場合には
事業年度終了後２か月
以内

〔38〕

６月３日
決算承認理事会
一社 公社

〔13〕

６月３日
計算書類等の事務所備置き
一社 公社

定時社員総会の２週間
以上前

〔13〕
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６月３日
社員総会資料の電子提供
一社 公社

社員総会の日の３週間
前又は招集通知の発送
日のいずれか早い日

〔６〕

６月10日
定時社員総会の招集
一社 公社

社員総会の開催の１週
間前まで

〔４〕

６月24日
定時社員総会
一社 公社

〔７〕

６月24日
定時社員総会直後の代表理事
選定のための臨時理事会
一社 公社

理事改選があったとき
は改選直後

〔14〕

６月25日
貸借対照表の公告
一社 公社

社員総会の終結後遅滞
なく

〔13〕

６月30日
確定申告（延長の特例を適用
した場合）
一社 公社

申告期限の延長申請を
行っている場合には事
業年度終了後３か月以
内

〔38〕

６月30日
定期提出書類の行政庁への提
出
一社(移行) 公社

６月末まで
〔22〕
〔23〕

７月８日
理事・監事・代表理事の変更
の登記
一社 公社

役員改選後２週間以内
〔12〕
〔14〕
〔18〕

７月12日
役員等の変更届出
公社

役員等改選による変更
登記完了後遅滞なく

〔25〕

７月12日
代表理事の変更届出
一社(移行)

代表理事の変更登記完
了後遅滞なく

〔27〕

７月12日
代表理事の異動届
一社 公社

代表理事の変更登記完
了後遅滞なく

〔37〕
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第３ 理事・理事会

〔12〕 理事の選任・解任
一社 公社 一財 公財

理事会における理事候補者の推薦

社員総会の決議

【社団法人の場合】 【財団法人の場合】

１

理事就任承諾書の入手３

理事変更の登記

理事の解任・辞任４

２ 評議員会の決議２
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解 説

１ 理事会における理事候補者の推薦
(１) 理事の設置
一般社団法人には、１人又は２人以上の理事を置かなければならず

（法人法60①）、定款の定めによって理事会を置くことができます（法人
法60②）。なお、理事会設置一般社団法人においては、理事は３人以上
でなければなりません（法人法65③）。
一方、財団法人には、理事及び理事会を置かなければなりませんの

で（法人法170①）、理事は３人以上でなければなりません（法人法65③・
177）。
このように理事数については、下限の定めがありますが、上限の定

めは法令上ありません。
一般論として、例えば理事の定数は、法人の事業規模から見て余り

に少数であれば、法人の適正な運営を確保することが困難になるおそ
れがありますし、逆に余りに多数であれば、理事会の運営が法人にと
って負担になるでしょう。いずれの場合においても、理事会の機能が
形骸化し、特定の理事の専横を招くおそれがあります。また、事業内
容によっては、理事の間で職務の分担が必要な場合や一定の有識者等
を理事に加える等の配慮が必要な場合もあります。このため、理事の
定数は法人の事業の規模、性質、内容等に応じ、適切な数とする必要
があるでしょう（公益法人informationFAQ問Ⅰ―３―⑤）。
実務上は、理事会の運営を考慮して、比較的理事の定数をコンパク

トにしている傾向にあるように思います。
(２) 社団・財団法人と理事との関係
社団・財団法人と理事との関係は、委任に関する規定に従います（法

人法64・172①）。また、理事は、法令及び定款並びに社員総会（又は評
議員会）の決議を遵守し、法人のために忠実にその職務を行わなけれ
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【参 考】
〇定款（役員の設置、役員の選任、役員の任期、役員の解任、役員の
報酬等）

【一般（公益）社団法人の場合】
（役員の設置）
第〇条 この法人に、次の役員を置く。
(１) 理事 ３名以上７名以内
(２) 監事 ２名以内
２ 理事のうち１名を代表理事とする。
３ 代表理事以外の理事のうち１名を業務執行理事とする。
（役員の選任）
第〇条 理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。
２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から
選定する。
（役員の任期）
第〇条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。
２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時社員総会の終結の時までとする。
３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了
する時までとする。
４ 理事又は監事は、第〇条に定める定数に足りなくなるときは、任期
の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任する
まで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。
（役員の解任）
第〇条 理事及び監事は、社員総会の決議によって解任することができ
る。
（役員の報酬等）
第〇条 理事及び監事に対して、社員総会において別に定める総額の範
囲内で、社員総会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算
定した額を報酬等として支給することができる。

8頁

第１章 法人運営 117

9頁 〔HGA0012〕【東陽(幸内)】



･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済公益ガイド

【一般（公益）財団法人の場合】
（役員の設置）
第〇条 この法人に、次の役員を置く。
(１) 理事 ３名以上７名以内
(２) 監事 ２名以内
２ 理事のうち１名を代表理事とする。
３ 代表理事以外の理事のうち１名を業務執行理事とする。
（役員の選任）
第〇条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。
２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から
選定する。
（役員の任期）
第〇条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。
２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時評議員会の終結の時までとする。
３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了
する時までとする。
４ 理事又は監事は、第〇条に定める定数に足りなくなるときは、任期
の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任する
まで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。
（役員の解任）
第〇条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の
決議によって解任することができる。
(１) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
(２) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪え
ないとき。

（役員の報酬等）
第〇条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範
囲内で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算
定した額を報酬等として支給することができる。
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コラム 理事の選任議案について

理事の選任議案を社員総会（又は評議員会）で決議する場合、例えば
４人の理事の選任議案の決議方法を４人一括で決議する方法は許される
でしょうか。
例えば、４人の理事候補者のうち、３名については賛成だが、１名に
ついては反対の議決権を行使したいと考えている社員（又は評議員）が
いる場合、４人一括で決議する方法だとこのような意思を反映した議決
権の行使を行うことができません。
社員（評議員）は１人１議決権が付与されており（法人法48①・189）、
社員総会（評議員会）の招集時には理事の選任議案の内容を全ての社員
（評議員）に通知し（法人法39・41・42・182）、説明を求められた場合に
は社員（評議員）に選任（再任）の理由など必要な説明をしなければな
りません（法人法53・190）。もし、理事の選任議案に納得がいかない社員
（評議員）がいる場合には、自分自身で別の候補者を理事とする選任議
案を提案し、その議案の要領を招集通知に記載することを請求すること
ができます（法人法43～45・184～186）。
また、理事の選任決議は、総社員の議決権（議決に加わることができ
る評議員）の過半数を有する社員（評議員）の出席が必要であり（法人法
49①・189①）、公益法人の場合には、所定の理事の合計数が理事の総数の
３分の１を超えてはならない（認定法５十・十一）とされています。
このように、法律上は選任手続を可能な限り慎重に取り扱うこととな
っており、社員総会（評議員会）における実質的な審議を経て適正に理
事が選任されるための様々な方策を講じています。
この点、例えば、４人の理事の選任議案の決議（採決）を４人一括で
決議（採決）することとした場合には、本来、一つ一つの議案（一人一
人の理事の選任議案）ごとに賛成又は反対の意思を表明することができ
るはずの社員（評議員）に対して、全議案について全て賛成・反対とい
う投票を強制することとなってしまい、法律上の趣旨が没却されてしま
います。
そのため、社員総会（評議員会）で理事の選任議案を採決する場合に

10頁
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は、候補者ごとに決議する方法を採ることが望ましく、社員総会（評議
員会）の議事の運営方法に関する定めの１つとして「理事の選任議案の
決議に際し候補者を一括して採決（決議）すること」を一般的に許容す
る旨の定めを設けることは許されないとされています。
ただし、社員総会の場合は評議員会とは異なり、書面による議決権行
使（法人法51①）や電子メールによる議決権行使（法人法52①）が認められ
ています。これらの議決権行使の結果、社員総会の開催前に、複数の理
事の選任議案の全てについて、過半数の賛成が得られている場合には、
社員総会において議長が複数の役員の選任議案を候補者全員一括で決議
（採決）することを出席している議場の社員に諮り、それに異議が出な
かった場合には、理事候補者全員の選任議案を一括で決議（採決）する
ことも許容されていますので参考にしてください（公益認定等ガイドライ
ン第４章第９(４)）。
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〔31〕 一般財団法人の設立
一財

設立者等による定款の作成

【定款に定めがない場合】

１

公証人による定款の認証２

財産の拠出の履行３

定款の備置きと閲覧等４

設立時評議員等の選任５

設立時理事等による調査６

設立時代表理事の選定等７

設立の登記８

第２章 設立・移行・解散・清算・合併等248
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解 説

１ 設立者等による定款の作成
一般財団法人を設立するには、設立者（設立者が２人以上の場合に

はその全員）が定款を作成し、これに署名し、又は記名押印しなけれ
ばなりません（法人法152①）。また、設立者は遺言により一般財団法人
を設立する意思を表示することができます。この場合には、遺言執行
者は、当該遺言の効力が生じた後、遅滞なく当該遺言で定めた事項を
記載した定款を作成し、これに署名し、又は記名押印しなければなり
ません（法人法152②）。なお、定款は電磁的記録をもって作成すること
ができます（法人法152③・10②）。

２ 公証人による定款の認証
定款は、公証人の認証を受けなければ、効力を生じません（法人法155）

ので、設立者又は遺言執行者は、定款作成後、公証人の認証を受ける
必要があります。

３ 財産の拠出の履行
(１) 財産の拠出の履行
設立者（又は遺言執行者）は、２の公証人の認証の後遅滞なく、定

款に記載されている設立に際して設立者（設立者が２人以上の場合に
は各設立者）が拠出をする財産及びその価額（法人法153①五）のうち、
拠出に係る金銭の全額を払い込み、又は拠出に係る金銭以外の財産の
全部を給付しなければなりません。ただし、設立者が定めたとき（設
立者が２人以上の場合には、その全員の同意があるとき）は、登記、
登録その他権利の設定又は移転を第三者に対抗するために必要な行為
は、一般財団法人の成立後にすることを妨げません（法人法157①）。

2頁
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また、拠出に係る金銭の払込みは、設立者が定めた銀行等の払込み
の取扱いの場所において行わなければなりません（法人法157②）。
なお、生前の処分で財産の拠出を行う場合は、その性質に反しない

限り、民法の贈与に関する規定を準用し（法人法158①）、遺言で財産の
拠出を行う場合には、その性質に反しない限り、民法の遺贈に関する
規定を準用します（法人法158②）。
(２) 財産の拠出の額
一般財団法人は、定款で定める目的のために拠出された財産に対し

て法人格を付与する制度であり、一般財団法人の設立時には一定の財
産額が必要になります。この一定の財産額のハードルが低くなると容
易に一般財団法人の設立が可能となり、制度の濫用が懸念されます。
そこで、設立者（設立者が２人以上の場合には各設立者）が拠出を

する財産及びその価額の合計額は300万円を下回ってはならないとさ
れています（法人法153②）。

４ 定款の備置きと閲覧等
設立者（一般財団法人の成立後は一般財団法人）は、定款を設立者

が定めた場所（一般財団法人の成立後にあっては、その主たる事務所
及び従たる事務所）に備え置かなければなりません（法人法156①）。
設立者（一般財団法人の成立後にあっては、その評議員及び債権者）

は、設立者が定めた時間（一般財団法人の成立後にあっては、その業
務時間）内は、いつでも定款の閲覧等の請求をすることができます（法
人法156②）。

５ 設立時評議員等の選任
一般財団法人は、３人以上の評議員及び理事と１人以上の監事が必

置機関（法人法170①・173③・177・65③）のため、定款で設立時評議員、
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設立時理事又は設立時監事を定めておくことが通例ですが、もし定め
なかった場合には、３の財産の拠出の履行が完了した後、遅滞なく、
定款で定めるところにより、これらの者を選任しなければなりません
（法人法159①）。会計監査人設置一般財団法人の場合の設立時会計監査
人の選任も同様です（法人法159②）。

６ 設立時理事等による調査
設立時理事及び設立時監事は、その選任後遅滞なく、財産の拠出の

履行が完了していること及び一般財団法人の設立の手続が法令又は定
款に違反していないことを調査しなければなりません（法人法161①）。
この調査により法令若しくは定款に違反し、又は不当な事項があると
認める場合には、設立者にその旨を通知しなければなりません（法人法
161②）。

７ 設立時代表理事の選定等
一般財団法人の場合、理事会は必置機関であり（法人法170①）、設立

時理事は、設立時理事の中から一般財団法人の設立に際して代表理事
となる者（設立時代表理事）を選定しなければなりません（法人法162
①）。設立時理事は、一般財団法人の成立の時までの間、設立時代表理
事を解職することができます（法人法162②）。なお、設立時代表理事の
選定及び解職は、設立時理事の過半数をもって決定します（法人法162
③）。

８ 設立の登記
一般財団法人は、当該一般財団法人を代表すべき者（設立時代表理

事）が（法人法319①）、上記６の調査が終了した日又は設立者が定めた
日のいずれか遅い日から２週間以内に（法人法302①）、一般財団法人は、
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その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって成
立します（法人法163）。
生前の処分により財産の拠出を行った場合には、当該財産は、一般

財団法人の成立時から当該一般財団法人に帰属します（法人法164①）。
また、遺言により財産の拠出を行った場合には、当該財産は、遺言が
効力を生じた時から一般財団法人に帰属したものとみなされます（法
人法164②）。
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